0305　8版　年度内の事業化について部長説明に伴い追加

第１号様式
平成　　年　　月　　日
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構
理事長

住所又は所在地
　氏名又は名称
代　　表　　者　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
アセアンレンタルオフィス賃借費補助金交付申請書
  公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて提出します。

　
記
１　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　円
２　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円
３　申請者の概要
	申請者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	本社所在地
	〒
浜松市

	
	資本金又は出資総額
	

	
	設立年月日
	

	
	従業員数
	

	
	業種・業務内容
	

	
	ＵＲＬ
	

	担当窓口
	所属・役職・氏名
	

	
	電話番号（直通）
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


４　申請者の事業概要
	主たる事業の業種分類
	

	主要事業の内容
	

	主要な取引商品等
	

	海外取引実績
	有
	取引国：
内　容：現地法人有、輸出入取引、その他（　　　　）

	
	無
	


５　設置予定の拠点の概要
	拠点設置予定国・地域
	

	海外拠点設立時期（予定）
	平成　　年　　月

	操業開始時期（予定）
	平成　　年　　月

	進出区分（該当するものを○で囲んでください）
	現地法人設立 ・支店設立・その他（　　　　　 　　　）

	海外拠点で主に行う業務内容
	営業・製造・その他（　　　　　　　　　　　　　　　）


６　賃借を予定しているレンタルオフィスの概要
	入居予定日
	平成　　年　　月　　日

	退去又は契約満了予定日
	平成　　年　　月　　日


	赴任予定社員数
	　　人

	レンタルオフィス賃借の目的と業務内容
	※レンタルオフィスで行う業務内容等を簡潔に記入



７　資金計画
【支　出】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　（単位：円）
	経費
（A）
	消費税等
（B）
	補助対象経費
（A）－（B）
	適用
（積算内訳等）

	
	
	
	


【収　入】                                                          （単位：円）
	科目
	金額
	適要

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金（当年度見込み）
	
	補助対象経費のうち当年度末日利用分までの1/2以内
上限　月額50千円×6か月分

	補助金（次年度見込み）
	
	補助対象経費のうち翌年度以降利用分の1/2以内
上限　月額50千円×前年度の残存月数

	その他
	
	

	合計
	
	


　　※借入金は借入先を摘要欄に記入してください。
【補助金交付申請額】                                　　          （単位：円）
	補助対象経費
	
	上記支出欄の当年度補助対象経費の金額

	補助金交付申請額
	
	補助対象経費のうち当年度末日利用分までの1/2以内
上限　月額50千円×6か月分


※提出書類
・定款の写し、履歴事項全部証明書、パンフレット等の会社概要が確認できるもの

・市納税証明書

・市民税・県民税特別徴収義務者指定通知書の写し

・補助対象経費の見積書等の写し

・浜松市海外ビジネスサポートデスク利用確認書（第２号様式）
・暴力団排除に関する誓約書（第３号様式）
・前各号に掲げるもののほか、機構が必要と認める書類
第２号様式
平成　　年　　月　　日
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長
浜松市海外ビジネスサポートデスク

受託者　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
浜松市海外ビジネスサポートデスク利用確認書

　　（アセアンレンタルオフィス賃借費補助金申請用）

下記のとおり、浜松市海外ビジネスサポートデスクの利用を確認しましたので報告いたします。

なお下記利用企業より、アセアンのレンタルオフィスの利用の申請がありましたので、候補物件の内容を報告いたします。

記

　　　＜利用企業について＞

	利用企業名
	

	浜松デスク
利用開始日(初回相談日)
	平成　　年　　月　　日

	拠点設置予定国・地域
	

	拠点設置予定時期
	平成　　年　　月ごろ

	操業開始予定時期
	平成　　年　　月ごろ

	操業開始の要件
	

	拠点業務内容（予定）
	製造　・　販売　・　その他（　　　　）

	拠点設置区分
	独資　・　合弁　・　駐在員事務所

	相談及び回答の概要
	


　　　＜入居予定レンタルオフィスについて＞

	物件名
	(住所)

	賃借期間見込み
（見込み期間）
	入居予定日　平成　　年　　月　　日
操業、退去又は契約満了予定日

平成　　年　　月　　日

　（　6ヶ月未満　・　6ヶ月超　）

	賃借料・補助金
見込み額


（現地通貨）
	（期間：
6ヶ月未満用）
賃借料
(見込み)
　 　年　　月分
　   年　  月分
年 　 月分
年 　 月分
年 　 月分
年 　 月分
合計
日割賃料計算の有無　（　有　・　無　）
又は、

（期間：
6ヶ月超用）
賃借料
(見込み)
　一ヶ月の金額
6ヶ月分の金額


	賃借料に含まれる費用
	補助対象外経費の有無　（　無　・　有　）
· 賃借費用　　　　□共有スペースの利用料
· 光熱水費　　　　□通信・ブロードバンド費

· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 

	レンタルオフィスで
行われる予定業務
	


第３号様式
暴力団排除に関する誓約書

海外ビジネス展開支援事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項について誓約します。

また、（公財）浜松地域イノベーション推進機構が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。

記

１　次に掲げる者のいずれにも該当しません。

（１）暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）

（２）暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）

（３）暴力団員等と密接な関係を有する者
（４）前３号に掲げる者のいずれかが役員等(無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。)となっている法人その他の団体

平成　　年　　月　　日

　

（公財）浜松地域イノベーション推進機構理事長あて
　　　　　　　　　　　　　（誓約者）

　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　

　印

 第４号様式
平成　　年　　月　　日
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長

住所又は所在地
　氏名又は名称
代　　表　　者　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
補助金継続交付申請書
  公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第７条の第２項の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。
記
１　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　円
２　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円
３　申請者の概要
	申請者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	本社所在地
	〒
浜松市

	
	資本金又は出資総額
	

	
	設立年月日
	

	
	従業員数
	

	
	業種・業務内容
	

	
	ＵＲＬ
	

	担当窓口
	所属・役職・氏名
	

	
	電話番号（直通）
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


４　設置予定の拠点の概要
	前年度の交付申請からの変更の有無
	変更あり　・　変更なし

（いずれかを選択し、変更がある場合は以下に記載）

	拠点設置予定国・地域
	

	海外拠点設立時期
（予定）
	平成　　年　　月

	操業開始時期
（予定）
	平成　　年　　月

	進出区分（該当するものを○で囲んでください）
	現地法人設立 ・支店設立・その他（　　　　　 　　　）

	海外拠点で主に行う業務内容
	営業・製造・その他（　　　　　　　　　　　　　　　）


５　賃借しているレンタルオフィスの概要
	入居日
	平成　　年　　月　　日

	操業、退去又は契約満了
予定日
	平成　　年　　月　　日

	本社からの赴任社員数
	　　人

	レンタルオフィス賃借の目的と業務内容
	※レンタルオフィスで行う業務内容等を簡潔に記入



６　資金計画
【支　出】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　（単位：円）
	経費
（A）
	消費税等
（B）
	補助対象経費
（A）－（B）
	適用
（積算内訳等）

	
	
	
	


【収　入】                                                          （単位：円）
	科目
	金額
	適要

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金（前年度受領額）
	
	

	補助金（当年度見込み）
	
	補助対象経費のうち当年度利用分の1/2以内
上限　月額50千円×前年度利用を差し引いた残存期間

	その他
	
	

	合計
	
	


　　※借入金は借入先を摘要欄に記入してください。
【補助金交付申請額】                                　　          （単位：円）
	当年度補助対象経費
	
	上記支出欄の当年度利用分の補助対象経費の金額

	当年度補助金交付申請額
	
	補助対象経費のうち当年度利用分の1/2以内

上限　月額50千円×前年度利用を差し引いた残存期間


※提出書類
・市納税証明書
第５号様式
浜イノ　　第　　号
平成　　年　　月　　日　
　　様
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長
補助金交付決定通知書
平成　　年　　月　　日付け申請のあった海外レンタルオフィス賃借費補助金について、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、次のとおり交付することが決定しましたので通知します。なお、補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり条件を付します。
	金　　額
	
	
	
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円



記
（交付条件）
(1)　次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ機構の承認を受けること。
ア　補助対象事業の内容を変更しようとする場合
イ　補助対象事業の経費の配分を変更しようとする場合（対象経費の２０％以下の変更を除く）
ウ　補助対象事業を中止し、又は廃止しようとする場合
  (2)　補助金は当該補助対象事業以外の目的に使用しないこと。
(3)　補助事業者は、補助対象事業に基づく事業化の状況、売上げ等の経営状況について、補助金の交付を受けた年度の終了後3年間にわたり、毎年1回、機構に報告すること。
(4)　補助事業者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後5年間保管すること。
(5)　補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又はその遂行が困難となった場合は、事故報告書（第５号様式）により、速やかに機構に報告してその指示を受けること。
(6)　補助対象経費を現地通貨で支払った場合、円貨からの両替レートを示す書類を実績報告と共に提出すること。なお、提出できない場合は補助対象額を支払日における関税定率法第4条の7に規定する財務省例で定める外国為替相場に基づき算出した円貨額により計算する。
(7) 補助対象となるレンタルオフィス及び本事業において設立を支援する新設拠点において、浜松市及び浜松市海外ビジネスサポートデスクによる現地確認を行う場合は、これを受け入れること。

 (8) 前各号に掲げるもののほか、機構が必要と認める事項

第６号様式
　　年　　月　　日　
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
事業者　名　　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
事故報告書
　補助金交付決定通知を受けたアセアンレンタルオフィス賃借費補助金について、事故が発生いたしましたので、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第９条第５号の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　事故の発生年月日　　　　　　　　　年　　月　　日
２　事故の内容
３　事故の発生原因
４　事故の影響
５　事故に対する措置
第７号様式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日　
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長

住所又は所在地
　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
変更承認兼変更交付申請書
  平成　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けたアセアンレンタルオフィス賃借費補助金を下記のとおり変更したいので、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第１０条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて変更承認を申請するとともに、交付額の変更を申請します。
記
１　補助対象事業
２　補助金交付額決定日　　　　　平成　　　年　　　月　　　日
３　補助金交付決定額　　　　　金　　　　　　　　　　　　円
４　変更内容
　　　　　　　　　　　　　　　　別紙「補助対象事業変更申請内容」のとおり
· 添付書類
　　　上記変更内容に関係する書類等があれば提出してください。
（別紙）
補助対象事業変更申請内容
１　経費の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　目
	変更前
	変更後

	レンタルオフィス賃借費
	
	


２　変更の理由（具体的に）
　　（参考となる書類がある場合、添付してください）
第８号様式
浜イノ　　第　　号
平成　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　様
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長

変更交付決定通知書
平成　　年　　月　　日付け申請のあった変更承認兼変更交付申請書について、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき、変更を承認し、次のとおり変更交付決定します。
	金　　額
	
	
	
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円



第９号様式
浜イノ　　第　　号
平成　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　様
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長

変更承認通知書
平成　　年　　月　　日付け申請のあった変更承認兼変更交付申請書について、公益

財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要

綱第１０条第２項の規定に基づき、変更を承認しましたので通知します。
 第10号様式
平成　　年　　月　　日　
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長

住所又は所在地
　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
補助対象事業実績報告書
平成　　年　月　日付け　　第　　号で交付決定された事業が下記のとおり完了したので、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第１１条の規定に基づき報告します。
記
１　完了年月日　　　　　平成　　年　　月　　日
２　補助事業の実績
　　　　別紙「事業実績書」のとおり
３　補助金交付申請書と相違した場合はその理由
４　交付確定を受けたい額
　　　　金　　　　　　　　　　円
５　添付書類
　　　契約書、請求書、領収書等

事　業　実　績　書
１　事業名
２　レンタルオフィスの概要
	入居日
	平成　　年　　月　　日

	事業完了日（操業開始、退去又は契約満了日）
	平成　　年　　月　　日

	赴任社員数
	　　人

	レンタルオフィスで行った業務内容
	※レンタルオフィスで行っていた業務内容等を簡潔に記入



３　新設拠点の概要

	拠点設立日

（会社登記日）
	平成　　年　　月　　日

	操業開始日
	平成　　年　　月　　日

	新規拠点の社員数
	　　人

	うち、本社からの赴任数
	　　人

	新規拠点で行う業務内容
	※新規拠点で行う業務内容等を簡潔に記入



　　※１　新規拠点の操業開始日を確認するため、現地における会社登記を証明する書類、事業開始の許認可等又は雇用年月日が確認できる雇用通知等の写しを提出していただくことがあります。
４　補助対象事業に要した経費（当年度分）
【支　出】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　（単位：円）
	
	支払日
	支払先
	決算額
	適用

	1
	平成　年　月　日
	
	
	

	2
	平成　年　月　日
	
	
	

	3
	平成　年　月　日
	
	
	

	4
	平成　年　月　日
	
	
	

	5
	平成　年　月　日
	
	
	

	6
	平成　年　月　日
	
	
	

	
	合計
	
	


【収　入】                                                           （単位：円）
	科目
	決算額
	適要

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金（前年度）
	
	前年度に本補助金を受領している場合は本欄に記載

	補助金（当年度）
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


【補助金交付申請及び実績額】                                           （単位：円）
	補助対象経費
	
	上記支出欄の決算額
の合計額

	補助金申請額
	
	補助対象経費の1/2
上限300千円


※１　補助対象期間の賃借につき、当年度中に支払いを完了したものが補助対象となります。支払日順に記入してください。
※２　金額には消費税を差し引いた金額を記入してください。
※３　業務の内容がわかるもの（通常は契約書・請求書等）を整理番号順に添付してください。
※４　支払いの根拠資料を整理番号順に添付してください。添付したらその種類を記載してください。
（銀行振込の場合：領収証または、銀行振込明細、現金の場合：領収証）
※５　補助対象経費を現地通貨で支払った場合、円貨からの両替レートを示す書類を実績報告と共に提出してください。なお、提出できない場合は、支払日における関税定率法第4条の7に規定する財務省例で定める外国為替相場に基づき算出した円貨額により、補助対象経費を計算してください。
第11号様式
第　　　　　　号　
平成　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　様
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長

補助金交付確定通知書
平成　　年　　月　　日付けの補助対象事業実績報告書を、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第１２条の規定に基づき審査した結果、下記金額を当該補助対象事業に対する補助金として確定しましたので通知します。
記
１　交付確定額
	金　　額
	
	
	
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円



２　交付決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
（注）上記確定額に不服がある場合は、書類受領後１０日以内に書類をもって機構に異議の申し立てができます。
第12号様式
平成　　年　　月　　日　
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構

理事長
住所又は所在地
　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
補助金請求書
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付額確定の通知書を受けたアセアンレンタルオフィス賃借費補助金について、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構海外ビジネス展開支援事業費補助金交付要綱第１３条の規定に基づき、次のとおり請求します。
記
１　補助金請求額
	金　　額
	
	
	
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円



２　補助金交付決定及び確定額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
振込口座
	金融機関名
	銀行　・　信用金庫

	支店名
	本店　・　支店　・　支所

	預金種別
	当座預金　・　普通預金

	口座番号
	

	口座名義
	


受付番号　　※記載不要　





受付番号　　※記載不要　





　上記報告事項について審査しました。（機構記入欄）


　　平成　　年　　月　　日


審査担当者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　� eq \o\ac(○,印)�


　審査結果の意見








